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令和8年熊本地震における
建物被害の初期整理と現状把握

東北大学災害科学国際研究所

榎田竜太
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情報基準時点：2026年7月30日15時
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*国土交通省 住宅局「熊本地震における建築物被害の原因 分析を行う委員会」報告書のポイント

2016年熊本地震の建物被害の概略

• 木造家屋の建築年代によって明瞭な差が生じた。
1981年5月以前の旧耐震基準：28.2％（214／759棟）
1981年6月～2000年5月：8.7％（76／877棟）
2000年6月以降：2.2％（7／319棟）
新しい耐震基準・構造規定の建物ほど、倒壊の割合が大幅に低かった。
• 旧耐震木造の被害は特に深刻だった。
旧耐震基準の759棟では、倒壊・大破で約45.7％になった。
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2016年4月14/16日発生年月日

Mj:6.5/7.3マグニチュード

7/7最大震度

横ずれ断層地震タイプ

273人死者

8667棟全壊家屋
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2024年能登半島地震の建物被害の概略

• 木造家屋の建築年代によって明瞭な差が生じた。
1981年5月以前の旧耐震基準：19.4%(662棟/3408棟)
1981年6月～2000年5月：5.4%(48棟/893棟)
2000年6月以降： 0.7%(4棟/608棟)
• 旧耐震木造の被害は特に深刻だった。
1981年以前の木造3,408棟のうち、倒壊・崩壊・大破で39%に達した。

*国土交通省国土技術政策総合研究所・建築研究所，『令和6年能登半島地震建築物被害調査等報告
（速報）』，国総研資料第1296号・建築研究資料第212号，2024年，5.2.1「木造建築物の悉皆調査」

2024年1月1日発生年月日

Mj:7.6マグニチュード

7最大震度

逆断層地震タイプ

720(2)人死者(行方不明者)

6536棟全壊家屋
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令和8年熊本地震(Mj7.1)の想定される建物被害

建物の現状把握（応急危険度判定等）が重要。

極めて激しい
揺れ
(PGV>75cm/s)

出典：防災科学技術研究所K-NET・KiK-net、気象庁

・2000年基準以前の木造建築物が、倒壊・大破のリスクが高いと予測される。
・2000年基準以降の建物も、2016年の地震後の補修・管理状態が影響した可能性もある。
・八代において長周期成分を含む極めて強い地震動が観測されており、長周期の構造物も要注意。
・河川沿い・沿岸低地では、液状化等の地盤変状による影響も大きく受ける可能性が高い。
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震央
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① 483 gal
131 cm/s

② 368 gal
96 cm/s

③ 864 gal
93 cm/s

④ 560 gal
88 cm/s

⑤ 725 gal
82 cm/s

極めて激し
い揺れの範
囲（概略）

約45km

背景地図：国土地理院「地理院タイル」

各観測地点の位置関係

現状把握の試み
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イオンモール熊本

熊本城

日本製紙八代工場

背景地図：国土地理院「地理院タイル」

注）被害および施設名は、熊本県、消防庁等の公的資
料ならびに新聞・テレビ報道から確認した。地図上の
座標は、施設公式住所および地図情報から照合した。

各観測地点の位置関係
＋

詳細位置を特定できた施設・構造物
の被害状況

現状把握の試み
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各観測地点の位置関係
＋

詳細位置を特定できた施設・構造物
の被害状況

＋
大まか位置を特定できた施設・構造

物の被害状況

背景地図：国土地理院「地理院タイル」

現時点の報道では、倒壊した木造は
築年数の古い建物が中心とみられる。

注）被害および施設名は、熊本県、消防庁等の公的資
料ならびに新聞・テレビ報道から確認した。地図上の
座標は、施設公式住所および地図情報から照合した。

イオンモール熊本

熊本城

日本製紙八代工場

現状把握の試み
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【謝辞・資料利用について】
本報告では、気象庁、国立研究開発法人防災科学技術研究所
（K-NET・KiK-net）、総務省消防庁、国土交通省、国土技術政
策総合研究所、国立研究開発法人建築研究所、熊本県および関
係自治体が公表した資料・データを利用しました。

被害地点の確認には、各施設の公式情報ならびに新聞・テレビ
報道等の公開情報を参照しました。背景地図には国土地理院の
地理院タイルを使用しました。
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